様式第１号　
【キーテクノロジー成長研究開発プロジェクト創成事業費補助金　補助事業計画書】

令和　　年　　月　　日　　


　岡山県知事　　　　　　　　　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住　　所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年度キーテクノロジー成長研究開発プロジェクト創成事業費補助金交付申請書


　上記補助金の交付について、岡山県補助金等交付規則（昭和41年岡山県規則第56号）第４条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　申請区分（該当する区分を選択すること）

試行研究　　・　　本格研究

（　）AI・IoTに関する研究開発　　※該当する場合は「○」を記入


２　研究開発テーマ名


３　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円


４　補助事業の内容　　　別紙「補助事業実施計画書」のとおり




※住所は、本店所在地を記載してください。


別紙
補助事業実施計画書

１　事業内容等（採択となった場合、公開（プレス発表）することがあります。）
	Ⅰ．補助事業者の概要（グループでの申請の場合、本項目につき個別に作成し提出してください。）

	本店所在地
	〒　　　－




	名称
	

	代表者
	役職：　　　　　　　　　氏名：

	研究開発
推進責任者
連絡先
	役職：　　　　　　　　　氏名：
：　　　　　　　　　：
E-mail：

	研究実施場所
	（本店所在地と研究実施場所が違う場合のみ記載すること。複数ある場合は全て記載すること。）
〒　　　－




	資本金額
	千円
	常時使用する
従業員数
	名

	売上高
（単独）
	千円（昨　年）
千円（一昨年）
	研究開発費
	千円（昨　年）
千円（一昨年）

	業種
	
	主な生産品目
	

	略歴
	






	保有する主な
機械･設備･建物


	







	過去の公的支援
制度の利用実績
	（過去５年以内に国・県等の補助金交付等を受けたことがある場合記載すること。事業が多数ある場合は適宜、行を追加すること。)
事業名　：　
実　績　：　
事業化の状況　：　





	本計画と同一・類似テーマでの助成金等
申請状況
	（現在同一・類似テーマで申請中の国・県等の補助金交付がある場合記載すること。事業が多数ある場合は適宜、行を追加すること。)
事業名　：　
合否判明時期　：　
事業概要　：　







	Ⅱ．補助金申請内容

	研究開発
テーマ名
	（採択された場合公表されます。）


	研究開発概要

	（200字程度で簡潔に。キーテクノロジー分野の発展に資する内容も分かり易く記載すること）








	本年度の
開発目標
	





	研究実施期間
（本年度分）
	
　令和　　年　　月　　～　　令和　　年　　月


	総事業費
（本年度分）
	　　　
	補助申請額
（本年度分）
	



Ⅲ．事業内容等（図、表などを活用し、査読者が理解しやすい様工夫してください。）

１　開発が必要な理由
（１）自社の事業概要（本事業の研究開発と関連する自社事業・強み）

（２）従来の製品（部品・材料）

（３）市場ニーズ、従来製品の課題（今回のテーマを推進する理由）

（４）キーテクノロジー分野の発展に資する内容

２　研究開発の全体像
（１）研究開発及び事業化への全体像

（２）研究開発の最終目標値


３　現在までに行われた研究
（１）実施内容、得られた結果、顕在化した課題


４　本年度における研究開発事業の目標値と具体的取り組み
（１）研究開発の目標値（本年度）


（２）研究開発の推進ポイント（項目は適宜追加して記載すること）
（ａ） 

（ｂ） 

（ｃ） 

（３）研究開発の具体的取り組み内容（（２）の内容と対応するように記載すること）
（ａ） 

（ｂ） 

（ｃ）

　　

５　本年度の研究開発スケジュール
※４の具体的な取り組み内容における各項目に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載すること。
※行は適宜追加して記載すること。
※「機関」欄には、申請事業者、共同研究者が分かるように記入し、それぞれ分担毎のスケジュールを記載すること。

	研究項目
	機　関
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




６　他社に対する競争力
　（１）研究開発における他社との相違点


　（２）自社・他社の特許
(ア)既に出願されている特許


(イ)他社特許調査内容と対応策


(ウ)今後の知財、ノウハウ化推進予定


７　事業化スケジュール
（１）事業化する製品（部品・材料）とその市場


（２）事業化スケジュール


（３）売上等の見込み

８　共同研究先
　（１）機関名・部署名・役職・氏名
　（２）研究分担内容等（自社に不足し、共同研究先が有する技術や知見について詳しく記載すること）
（３）共同研究契約等締結（予定）年月日　：　令和　　年　　月　　日

９　他からの技術指導又は協力（技術指導や協力を受ける予定がある場合、記載すること）
（１）機関名
（２）部署名・役職・氏名
（３）指導又は協力を受ける事項・内容

１０　機械装置（機械装置の購入予定がある場合、記載すること）
（１）購入先　
（２）内容等（見積等、金額の根拠となる書類を添付すること）

１１　外注（研究開発の一部を外注する予定がある場合、記載すること）
（１）外注先　
（２）内容等（見積等、金額の根拠となる書類を添付すること）

１２　販路開拓（販路開拓費を申請する場合、下記のうち該当するものにつき記載すること）
（１）販路開拓の内容・需要開拓の方針（できるだけ詳細に記載すること）
（２）販路開拓を行う試作品等の概要
（３）委託先・委託内容（販路開拓事業の一部を委託する予定がある場合）

１３　事業実施体制
　（１）本開発に従事する人員
　　　　　研究開発担当職員　　　　　名
　　　　　その他担当職員　　　　　　名
　　　　　計　　　　　　　　　　　　名

　（２）事業責任者
　　　（ア）氏名
　　　（イ）部署・役職名
　　　（ウ）略歴

　（３）主任研究開発担当者
　　　（ア）氏名
　　　（イ）部署・役職名
　　　（ウ）略歴

　（４）経理担当者
　　　（ア）氏名
　　　（イ）部署・役職名

１４　地域の産業活性化への貢献、雇用創出等の波及効果

２　経費の配分　
（単位：円）
	経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　費
	補助金
申請額
	備考（積算根拠）

	人件費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	

	工具・器具費
	
	
	
	

	先行技術調査費
	
	
	
	

	共同研究費
	
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	    販路開拓費
（本格研究のみ）
	
	
	
	

	消費税
	
	

	　　

	

	合計
	
	
	
	


※　消費税及び地方消費税の額は補助対象経費に含まないので、補助申請に要する経費の各欄　　（消費税の欄及び合計の欄は除く。）には、消費税及び地方消費税の額を控除した額を記載す　ること。

※　消費税の欄には、旅費～販路開拓費までを合計した額に税率10％で計算した額を記載すること。

※　費用の算出には、根拠となる資料（見積、価格表など）を添付すること







